
 

情報通信審議会 情報通信技術分科会（第１０４回）議事概要 

 

１ 日時 平成２６年９月１９日(金) １０時３０分～１１時５５分 

２ 場所 総務省 第１特別会議室（８階） 

３ 出席者 

（１）委員（敬称略） 

徳田 英幸（分科会長）、伊東 晋（分科会長代理）、相田 仁、青木 節子、 

近藤 則子、知野 恵子、服部 武、廣崎 膨太郎、前田 香織、吉田 進 

（以上１０名） 

 

（２）専門委員（敬称略） 

安藤 真、多氣 昌生、雨宮 不二雄 （以上３名） 

 

（３）オブザーバー（敬称略） 

久保田 文人（CISPR B 小委員会 WPT タスクフォース リーダー） 

 

（４）総務省 

（情報通信国際戦略局） 

武井総括審議官、野崎技術政策課長 

（情報流通行政局） 

中西地域放送推進室技術企画官 

  （総合通信基盤局） 

吉良総合通信基盤局長、富永電波部長、高橋総務課長、田原電波政策課長、 

柳島重要無線室長、森下新世代移動通信システム推進室長、 

澤邊電波利用環境専門官 

 

（４）事務局 

蒲生情報通信国際戦略局情報通信政策課管理室長 

 

４ 議 題 

（１）答申事項  

① 「業務用陸上無線通信の高度化に関する技術的条件」のうち「60MHz 帯デ

ジタル同報系防災行政無線の低廉化」について 

【平成 25 年５月 17 日付 諮問第 2033 号】 

【内容】 

同報系防災行政無線は、拡声器や戸別受信機を使って行政からの災害情報



 

などを直接住民に伝える手段として、多くの地域で普及しているが、周波数の

有効利用に向けたアナログ方式からデジタル方式への移行が課題となってい

た。移行が進まない背景としては、整備費が高額であるということが主な要因

であると考えられ、その低廉化への要望があった。 

本件は、このような状況を踏まえ、「60MHz 帯デジタル同報系防災行政無線

の低廉化」について審議を進めてきたものであり、審議の結果、陸上無線通信

委員会から報告があった答申案のとおり、一部答申することとなった。 

 

 

② 「国際無線障害特別委員会（CISPR）の諸規格について」のうち「CISPR

フランクフルト会議 対処方針」について 

【昭和 63 年９月 26 日付 電気通信技術審議会諮問第３号】 

【内容】 

本件は、１０月１３日よりドイツのフランクフルトにて開催される CISPR

総会及び各小委員会の対処方針の審議を行ったもの。 

審議の結果、電波利用環境委員会から報告があった答申案のとおり、一部

答申することとなった。 

 

 

（２）報告事項 

① 「ケーブルテレビシステムの技術的条件」のうち「ケーブルテレビにお

ける超高精細度テレビジョン放送の導入に関する技術的条件」の検討開始

について 

【平成 18 年９月 28 日付 諮問第 2024 号】 

【内容】 

本件は、ケーブルテレビの高度化及び普及促進を図るため、ケーブルテレ

ビにおける超高精細度テレビジョン放送の導入に向けて、必要な技術的条件の

検討を開始したことについて報告があったもの。 

本件に関する答申は、平成２６年１２月を予定している。 

 

 

② 「小電力の無線システムの高度化に必要な技術的条件」のうち「76GHz

帯小電力ミリ波レーダーの高度化に関する技術的条件」の検討開始につい

て 

【平成 14 年９月 30 日付 諮問第 2009 号】 

【内容】 

本件は、76GHz 帯レーダーの高度化により我が国の交通事故死者数の低減に

資するため、76GHz 帯レーダーの占有周波数帯幅を 500MHz から１GHz へ拡大す



 

ることの検討を開始するもの。 

本件に関する答申は、陸上無線通信委員会での検討の進捗を踏まえつつ、

平成２６年内を予定している。 

 

 

③ 平成２７年度ＩＣＴ関係予算要求について 

【内容】 

本件は、総務省より平成２７年度ＩＣＴ関係予算要求について報告があっ

たもの。 

 

 

本会議にて配付された資料をご覧になりたい方は、総務省ＨＰにおいて 

   公開しておりますのでご覧ください。 

また、総務省において、閲覧及び貸し出しを実施しておりますので、 

下記までご連絡をお願いいたします。 

  

担 当：総務省 情報通信国際戦略局 管理室 調整係 横溝、水本 

電 話：０３－５２５３－５９５７  

ＦＡＸ：０３－５２５３－５９４５ 

メール johotsushin-shingikai/●/soumu.go.jp 

迷惑メール防止対策をしているため、/●/を@に置き換えてください。 


